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知的財産政策ビジョンの検討状況②（産業財産権関連）知的財産推進計画2014の重点５本柱と対応状況

職務発明（現行法上は発明者帰属）について、
例えば法人帰属や契約に委ねるなど抜本的見
直しを図る。平成26年度中に結論を得るとした
既定スケジュールを前倒しし、同年度の早期に
結論を得るべく議論を加速化。

職務発明制度の抜本的な見直し

営業秘密侵害対応を強化すべく、産業界によ
る秘密管理の取組強化、官民の情報共有・連
携体制の構築、来年の通常国会への関連法案
の提出を視野に入れた政府における制度面の
整備（民事、刑事規定の拡充等）について三位
一体の総合的取組を進める。

営業秘密保護の総合的な強化

中小・ベンチャー企業等の海外展開にあたって
知財面で必要な支援について、「人財」「資金」
「情報」の３つの観点から総合的な施策を講じ
る。失敗事例の共有等を通じた知財戦略構築
支援の強化、専門家の派遣等を通じた現地で
のエンフォースメント支援の強化等を図る。

中小・ベンチャー企業等の海外知財活動支援

産業構造審議会特許制度小委員会において検討を行い、本年１月に報
告書を公表済み。３月に職務発明制度の見直し等を行うため特許法等
改正法案を今国会に提出済み。

（見直しのポイント）
・特許を受ける権利を初めから法人帰属とすることを可能とする
・発明者に対して現行法と実質的に同等のインセンティブ付与を法定
・インセンティブ決定手続のガイドライン策定を法定化

産業構造審議会営業秘密の保護・活用に関する小委員会において検討
を行い、本年１月に営業秘密管理指針（全部改訂版）、２月に営業秘密
保護法制の見直し等に関する中間とりまとめを公表済み。３月に不正競
争防止法改正法案を今国会に提出済み。

（見直しのポイント）
・刑事：罰則水準の引上げ、非親告罪化等、処罰範囲の整備（未遂犯、情報の
転得者、国外犯）
・民事：原告立証負担の軽減、除斥期間の延長等

本年１月28日、「技術情報等の流出防止に向けた官民戦略会議」を開催し「行
動宣言」をとりまとめ。

「知財総合支援窓口」において、知財ワンストップ相談の体制を強化すべ
く、専門家の更なる活用等を実施予定（平成27年度政府予算案29億円
（平成26年度予算22億円））。

（独）工業所有権情報・研修館（INPIT）において、権利化・秘匿化を含め
た総合的な支援のため、本年２月２日に相談サービスを開始。

グローバル展開への事業展開に沿った段階的な支援を強化。

・事業展開前支援（情報提供の充実とマニュアル整備など）

・準備段階支援（外国出願費用の助成など）

・実施段階支援（模倣品対策費用の助成など） 1



著作権者不明等の場合の裁定制度について権利者捜索の
要件の緩和等を実施。文化審議会著作権分科会における
アーカイブ化の促進に向けた対応策の検討を踏まえ、法的
措置も含めた必要な措置を順次講じる予定。

各分野においてアーカイブの利活用促進の取組が行われ
ている中、次のような取組が進展。

・国立国会図書館等の協力を得て、マンガ、アニメ、ゲーム等のデー
タベースを構築し、平成２７年３月に公開。引き続き、運用・活用を促
進する。

・貴重な文化関係資料が散逸・消失しないよう、アーカイブ化に向け
た望ましい仕組みの在り方について調査研究を実施。

知的財産政策ビジョンの検討状況②（産業財産権関連）知的財産推進計画2014の重点５本柱と対応状況

コンテンツ産業は、その生き残りのためには海外に活路を
求めるべく、「輸出産業化」することが必要。このため、音楽
産業をモデルケースに、コンテンツの海外展開及びコンテン
ツを活用したインバウンド促進の施策の在り方を整理。

他産業との連携を通じた波及効果の醸成などの取組を戦
略的に推進。

東京オリンピック・パラリンピックに向けた日本文化の発信と
教育目的に関するものをアーカイブ利活用の優先分野とす
るなど、戦略的な取組を推進。利活用のニーズ増大から整
備の促進へとつながる好循環の流れを創出。

その他、資料滅失等の喫緊の課題を有するメディア芸術等
の分野におけるアーカイブ化の取組を加速化。

コンテンツ海外展開促進とインバウンドとの連携

アーカイブの推進
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関係機関が連携し、コンテンツの海外展開、他産業との連
携等を推進

・平成26年度補正予算において、地域の活性化、訪日観光客の増加
等のため、放送コンテンツ、映画、音楽等の現地化（ローカライズ）、
プロモーション等への総合的な支援事業を措置（予算額110億円）。

・クールジャパン機構では、ジャパンチャンネルの創設、日本コンテン
ツを海外に展開する事業等への出資等（コンテンツ関連等１２件、約
３１０億円）を決定。

・放送コンテンツ海外展開促進機構（ＢＥＡＪ）の協力を得て東南アジ
ア6か国（10プロジェクト）への放送コンテンツの放送事業を開始。ま
た、放送番組の権利処理について、窓口の一元化、迅速化を実施。


